
毎月勤労統計調査地方調査の説明 

 

１ 調査の目的 

  この調査は，統計法に基づく基幹統計調査であって，常用労働者を５人以上雇用する事業所の

常用労働者についての賃金，労働時間及び雇用の毎月の変動を明らかにすることを目的としてい

る。 
 
２ 調査の対象  

  この調査は，平成１４年３月改訂の日本標準産業分類に定める「鉱業」「建設業」「製造業」「電

気・ガス・熱供給・水道業」「情報通信業」「運輸業」「卸売・小売業」「金融・保険業」「不動産

業」「飲食店，宿泊業」「医療，福祉」「教育，学習支援業」「複合サービス事業」「サービス業（他

に分類されないもの）」に属し，常時５人以上の常用労働者を雇用する民営，官営及び公営の事

業所のうち厚生労働大臣の指定する約 570 事業所について調査を行っている。 

（注） 

    （注）日本標準産業分類については平成１９年１１月にも改訂が行われているが，平成２１年の毎月勤労統計調

査においては，この改訂以前の産業分類を基に集計・公表を行っている。 

 

３ 調査期間 

  調査期間は，１か月を単位としており，調査期日は毎月末現在（給与締切日の定めがある場合

には，毎月最終給与締切日現在）としている。 
 
４ 調査の方法 

区分 第一種事業所調査 第二種事業所調査 

事業所

規 模 

 常用労働者を常時３０人以上雇用する事業

所 

 常用労働者を常時５人以上２９人以下雇用

する事業所 

調 査 

方 法 

 事業主が調査票に記入して郵送又はオンラ

インにより提出する方式により行っている。

 

 小規模事業所の事務負担を軽減するため，

統計調査員が調査事業所の事業主に対して質

問し調査票を作成する方式又はオンラインに

より提出する方式で行っている。 

抽 出 

方 法 

 総務省統計局が行う事業所・企業統計調査

の結果に基づいて作成した事業所全数名簿か

ら産業，事業所規模別に所定の抽出率で無作

為に抽出している。指定後は，原則として次

の抽出替えまで継続して調査する。 
なお，事業所の新設等を調査結果に反映さ

せ，また，廃止事業所等の補充を行うため，

毎年１月分調査で追加指定を行っている。 

二段抽出の方法による。 
１次抽出は，事業所・企業統計調査の調査

区を数個ずつ統合して「毎勤第二種調査区」

とし，ここから抽出した３０調査区を統計調

査員が巡回し，「調査区内事業所名簿」を作成

する。               
２次抽出は，その名簿から常用労働者５～

２９人規模事業所を選り抜き，産業別に所定

の抽出率で無作為に事業所を抽出している。

調 査 

期 間 

 調査期間は２年もしくは３年である。事業

所の交替は，事業所・企業統計調査の最新の

全数名簿を用いて抽出した事業所に一斉に交

替（抽出替え）している。 

 調査期間は１年６か月である。事業所の交

替は，調査区を３組に分けて６か月ごとに３

分の１ずつ交替する方式（ローテーション方

式）で行っている。 

 



５ 調査事項の定義 

（１）現金給与額 

   現金給与額…所得税，社会保険料，組合費，購買代金等を差し引く前の総額 
    「きまって支給する給与」…基本給，家族手当，超過勤務手当などのように，労働契約， 

（「定期給与」）        就業規則等によってあらかじめ定められている支給条件， 
                                算定方法によって支給される給与 
    「所定内給与」………………「定期給与」から「所定外給与（超過労働給与）」を除いた

もの 
    「所定外給与」………………超過勤務手当，休日出勤手当，深夜手当などのように，所定 

（「超過労働給与」）  の労働時間を超える労働（時間外労働）や休日出勤，深夜労 
                 働に対して支給される給与 
    「特別に支払われた給与」…賞与（いわゆる「ボーナス」），ベースアップの差額追給分， 

（「特別給与」）     ３か月を超える期間で算定される通勤手当，一時的または突 
                 発的事由に基づいて支払われる給与など 
    「現金給与総額」……………「きまって支給する給与（定期給与）」と「特別に支払われ 
                  た給与（特別給与）」の合計額 

所 定 内 給 与  
定 期 給 与

特 別 給 与

 
 

現 金 給 与 総 額 超 過 労 働 給 与 
 
 
 
（２）出勤日数 

   調査期間中に労働者が実際に出勤した日数のことである。事業所に出勤しない日は有給であ

っても出勤日としないが，１日のうち１時間でも就業すれば出勤日とする。 
 
（３）実労働時間数 

   調査期間中に労働者が実際に労働した時間数のことである。休憩時間は給与が支給されると

否とにかかわらず除かれるが，鉱業の坑内夫の休憩時間や，いわゆる手待ち時間は含める。な

お，本来の職務外として行われる宿日直の時間は含めない。 
「所定内労働時間数」……事業所の就業規則で定められた正規の始業時刻と終業時刻との

間の実労働時間数 
     「所定外労働時間数」……所定内労働時間以外の早出，残業，臨時の呼出，休日出勤等の

実労働時間数 
     「総実労働時間数」………「所定内労働時間数」と「所定外労働時間数」との合計 
 

（４）常用労働者 

   「常用労働者」とは，次のうちいずれかに該当する労働者のことである。 
    ① 期間を定めず，又は１か月を超える期間を定めて雇われている者 

② 日々又は１か月以内の期間を限って雇われている者のうち，調査期間の前２か月にそ

れぞれ１８日以上雇われた者 
 
 



   なお，重役，理事等の役員や家族である従業者でも，常時事業所に勤務して毎月給与の支払

いを受けている者は，常用労働者とする。 
    「パートタイム労働者」…常用労働者のうち，次のいずれかに該当する労働者 
                ア １日の所定労働時間が一般の労働者よりも短い者 
                イ  １日の所定労働時間が一般の労働者と同じで，一週の所定

労働日数が一般の労働者よりも少ない者 
    「一般労働者」……………「常用労働者」のうち「パートタイム労働者」を除いた労働者 
 

（５）賞 与 

   「特別給与」のうち「賞与」について，調査対象期間を夏季賞与の場合は６月～８月，年末

賞与の場合は１１月～翌年１月に限定し，それぞれ３か月分の調査票を基に集計したものであ

る。 
    「支給労働者１人平均支給額」………賞与を支給した事業所における常用労働者１人当た 

りの平均賞与支給額 
    「所定内給与に対する支給割合」……賞与を支給した事業所における賞与の所定内給与に

対する割合を単純平均したもの 

    「支給労働者数割合」…………………賞与を支給した事業所の常用労働者の，全事業所の

常用労働者に占める割合 
    「支給事業所数割合」…………………賞与を支給した事業所の全事業所に占める割合 
 
（６）労働異動率（入職率，離職率） 

    「入職率」…………………調査期間中に採用，転勤等で入職（同一企業内の事業所間の異

動も含まれる。）した常用労働者数を前調査期間末の全常用労働

者数で除し百分率化したもの 

    「離職率」…………………調査期間中に退職，転勤等で離職（同一企業内の事業所間の異

動も含まれる。）した常用労働者数を前調査期間末の全常用労働

者数で除し百分率化したもの 

 
６ 調査結果の算定 

  調査事業所からの報告を集計し，産業別・事業所規模別に合計，男女別，就業形態別常用労働

者数，常用労働者月間１人平均の現金給与額・出勤日数・実労働時間数を次のとおり推計した。 
  常用労働者数，現金給与額，出勤日数及び実労働時間数の調査票集計値にそれぞれ推計比率を

乗じて，これを前月末と本月末の推計労働者数の平均で除して常用労働者月間１人平均の現金給

与額，出勤日数及び実労働時間数を算出する。 
  なお，本書内の常用労働者数は本月末推計労働者数である。 
  また，推計比率は次の方法により算出する。 
                  

推計比率＝────────────────────── 
 母集団労働者数 

               前調査期間末常用労働者数（調査票集計値） 

 
７ 調査結果から作成される指数 

  以下で算定される数値は，いずれも四捨五入により小数点以下第１位の数値とする。 
 



 

（１）実質賃金指数以外の指数の算定 

               

各月の指数＝──────────────×100 
各月の調査結果の実数 

                 
基 準 数 値（注） 

            （注）基準数値…基準年（平成 17 年）における当該調査結果実数の年平均値 

   

（２）実質賃金指数の算定 

                    

実質賃金指数＝────────────────────────×100 
名目賃金指数 

                
 消費者物価指数（鹿児島市の持家の帰属家賃を除く総合指数） 

  なお，年平均の指数は各年１～12 月の指数を単純平均したものであるが，実質賃金指数の年平

均は名目賃金指数及び消費者物価指数のそれぞれについての年平均の比率で計算する。 
 
８ 結果数値利用上の注意 

（１）指数について 

   毎月勤労統計調査では，賃金，労働時間及び雇用の各調査結果の時系列比較を目的として，

基準年（平成 17 年）の平均（基準数値）を 100 とする指数を作成している。 

   本報告書には，最近行われた下記（２）ア及びイの改訂後の指数を掲載したので，時系列比

較はこの指数により行うことが望ましい。 
 
（２）指数の改訂について 

  ア 基準時更新に伴う改訂 

    指数の基準時は，５年ごとに変更することとしており，基準年の年平均が 100 となるよう

に指数を改訂している。 
    直近では，平成１９年１月分から，基準年を平成１２年から平成１７年に更新した。 
 
  イ 第一種事業所の抽出替えに伴う改訂（ギャップ修正） 

    規模３０人以上の第一種事業所においては，２年若しくは３年ごとに標本事業所の抽出替

えを行っている。この抽出替え時には，旧事業所による集計結果と新事業所による集計結果

との間に時系列的な差異（ギャップ）が生じる。このため，修正する処理を適宜行うことで，

より正確な時系列比較を行うことが可能と考えられるときは，指数を改訂することとしてい

る。 
    直近では，平成２１年１月に行われた抽出替えに伴い，平成１７年にさかのぼって指数を

改訂した。 
 
（３）表章産業について 

  ア 産業分類について 

    本調査では，日本標準産業分類の改訂（平成１４年３月）に伴い，平成１７年１月分結果

から平成１４年改訂産業分類に基づき公表している(それ以前の産業分類との接続は，別表

を参照)。 

 

  



 
イ 表章産業改訂に伴う取扱いについて 

    平成１７年結果については，産業分類の区分の変更があったため，新旧の産業分類の接続

が不可能となり，平成１７年結果を指数化できなくなった。このため，平成１７年の前年比

（本県分のみ）は平成１７年実数値と平成１６年再集計値（平成１４年３月改訂の産業分類

に再集計しなおしたもの）を用いている。 
 
（４）鉱業について 

   産業分類（大分類）のうち鉱業に関するデータについては，調査対象事業所が僅少なため本

報告書へ掲載していないが，「第１ 調査結果の概要」及び「第２ 統計表」の調査産業計には

含んでいる。 
 
（５）全国の数値について 

   「第１ 調査結果の概要」中の表及び図における全国の数値は，毎月勤労統計調査全国調査

の結果を掲載している。 
 
（６）標本設計 

   本調査は標本調査であり，標本設計は厚生労働省により行われているが，その際常用労働者

一人平均きまって支給する給与の標本誤差率が産業，事業所規模別に下表に示す一定の範囲内

となるように設計されている。 
きまって支給する給与の目標とする標本誤差率（％） 

 ５人以上 500 人以上 100～499 人 30～99 人 ５～29 人

産業大分類（製造業を除く） 5 0 10 10 10

製 造 業 3 0 7 7 7

製 造 業 中 分 類 7 0 10 10 10

サ ー ビ ス 業 中 分 類 10 － － － －

 
（７）統計表の符号 

   「－」該当のないもの 
   「△」減少しているもの 
   「０」数値が単位に満たないもの 
   「Ｘ」調査事業所が僅少なため公表できないもの 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



                           

別表           表章産業接続表 

平成１４年改訂産業分類 

産業分類 表示するときの表記名 

平成１４年改訂以前の

産業分類との接続 

大分類 ＴＬ    調査産業計           △ 

  Ｄ     鉱業             ◎ 

  Ｅ     建設業            ◎ 

  Ｆ     製造業            △ 

  Ｇ     電気・ガス・熱供給・水道業      ◎ 

  Ｈ     情報通信業           × 

  Ｉ     運輸業            × 

  Ｊ     卸売・小売業           × 

  Ｋ     金融・保険業           × 

  Ｌ     不動産業            × 

  Ｍ     飲食店，宿泊業          × 

  Ｎ     医療，福祉           × 

  Ｏ     教育，学習支援業         × 

  Ｐ     複合サービス事業         × 

  Ｑ      サービス業            × 

中分類 Ｆ０９，１０ 食料品・たばこ           × 

  Ｆ１１    繊維工業            ◎ 

  Ｆ１２    衣服             ◎ 

  Ｆ１３    木材・木製品           ◎ 

  Ｆ１６    印刷             × 

  Ｆ２２    窯業・土石製品          ◎ 

  Ｆ２５    金属製品製造業          ◎ 

  Ｆ２６    一般機械器具           × 

  Ｆ２７    電気機械器具           × 

  Ｆ２８    情報通信機器           × 

  Ｆ２９    電子・デバイス          × 

  Ｆ３２    その他の製造業          × 

  ＦＳ１     Ｆ一括分             × 

  Ｊ－１    卸売業            × 

  Ｊ－２    小売業             × 

  Ｑ８０    専門サービス業          × 

  Ｑ８４    娯楽業            × 

  Ｑ８６，８７  自動車整備業，機械等修理業      × 

  ＱＳ－１    Ｑ一括分１           × 

  ＱＳ－２    Ｑ一括分２            × 

 ＊ ◎：平成１４年改訂前後で産業分類が完全に接続する産業          

 ＊ △：平成１４年改訂前後で産業の範囲が厳密には接続しないが，ほぼ接続する産業     

 ＊ ×：平成１４年改訂前後で産業分類が接続しない産業           

 ＊ ＦＳ１（製造業の中分類の内，調査対象事業所が少ない産業を一括したもの。）     

 ＊ ＱＳ－１（洗濯・理容・美容・浴場業，その他の生活関連サービス業）             

 ＊ ＱＳ－２（学術・開発研究機関，廃棄物処理業，物品賃貸業，広告業，その他の事業サービス業，政治・経済・   

        文化団体，宗教，その他のサービス業）                 

 


